
事務事業実績測定調書

～

分析
支援件数が０件であるため、支援実施による
既存不適格住宅の減少件数は０である。

令和3年度の実績としては０件であるが、令和
4年度実施に向けての申請相談を2件受付け
た。

警戒区内の住居者に対し、土砂災害の危険
性や備え、支援制度に関するビラを配布する
などの周知を実施した。

達成度 0% 0% 100%

0 0 2 2

1 2 2 2 2

実績 0 0

R4 R5
目標
(見込
み)

1 1 1 1 1 1 1

R2 R3 R4 R5 R2 R3

回
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

件 単位 件 単位
指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

指標説明
既存不適格住宅の減少件数 支援件数

土砂災害の危険性や備えに関しての周知回
数

単位

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

支援を実施することにより、土砂災害から生命
及び身体を守るためのソフト対策が講じられて
いる。

周知により、土砂災害警戒区域内の既存不適
格住宅の住人の災害特別警戒区域外への移
転や既存不適格住宅の補強に対し、支援を
行う。

土砂災害の危険性や備え及び補助制度に関
して周知を図る。

ターゲットが抱える課
題

急傾斜地の崩壊等が発生した場合、建築物に損害が生じ、住民等の生命又は身体に著しい危害が生じるおそれが
ある。

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

土砂災害の危険性を認識するとともに土砂災害特別警戒区域外への移転や既存不適格住宅の補強を行う等、土砂災害から生命及び身体
を守るためのソフト対策が講じられている。

事業概要

大阪府砂防協会から国に対して、土砂災害対策の促進や支援等の要望を行う。
土砂災害警戒区域等の災害防止のため大阪府枚方土木事務所、本市危機管理室とともに防災パトロールを実施する。
土砂災害警戒区域等について、大阪府、地元自治会等との調整を行う。
土砂災害特別警戒区域内の既存不適格住宅の所有者が実施する移転や補強に対し、国及び大阪府と連携して支援を行う。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 土砂災害特別警戒区域内の既存不適格住宅の所有者

サブターゲット 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域内の住民

ターゲットが抱える課
題

根拠法令等 土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律、土砂災害防止対策基本指針

関係補助金名称 枚方市土砂災害特別警戒区域内既存不適格住宅移転補強事業補助金 サンセット 2020（R2）年度 2022（R4）年度

事業期間 2011（H23）年度 年度 ～ 年度まで

1-2.防災対策の推進

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 1.安全で、利便性の高いまち
施策目標 1.災害に対する備えができているまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 土砂災害特別警戒区域内既存不適格住宅への支援事業

測定年度 2021（R3）年度 部 土木部 課 土木政策課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

今後も国や大阪府の動向に注視し、適正に既存住宅の移転や補強にかかる支援を行い、対象地域住民への周知を行う。

総括的分析
人命を守る観点からも、引き続き支援制度など、土砂災害の危険性や備えについての周知は必要である。
令和３年度において支援制度の申請相談を２件受け、令和４年度実施する。市民への定期的な周知により既存不適格住宅の減少につながってい
る。

６．今後の方向性
区分 現状維持

一般財源 4,449 30 40 50
歳入計 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

0
市債 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

歳出計 4,449 4,576 3,310
物件費計 40 30 40 50 80%

人件費計 4,409 4,546 3,270
附属機関委員 － 0 0

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 4,409 4,546 3,270

特別職非常勤 － 0 0

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.45
任期付職員 0.00

３．人員体制
R3



事務事業実績測定調書

～

分析 想定通りの件数であった。 想定通りの件数であった。

達成度

0 0 1 0

設定不能 設定不能 設定不能 設定不能 設定不能

実績

R4 R5
目標
(見込
み)

設定不能 設定不能 設定不能

R2 R3 R4 R5 R2 R3

件
指標種類

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

単位 件 単位
指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

指標説明
認可等の件数 申請又は事前協議の件数

単位

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

申請や事前協議等に対し、適切に処理する。
砂利採取に係る認可等の申請や事前協議等
を受け付ける。

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

砂利の採取に伴う災害の防止及び砂利採取業の健全な発展が図れる適正な砂利採取が実施されている。

事業概要 砂利採取計画の認可・廃止、報告徴収、立入検査、違反行為に対する措置命令等の事務を行う。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 市内で砂利採取を行う事業者

サブターゲット 砂利採取場所の近隣住民

ターゲットが抱える課
題

砂利の採取に伴う災害を防止し、併せて砂利採取業の健全な発展を図るため、砂利採取法に基づく手続きが必要で
ある。

根拠法令等 砂利採取法

関係補助金名称 サンセット

事業期間 2012（H24）年度 年度 ～ 年度まで

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 非選択的事業 区分 非選択的事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 1.安全で、利便性の高いまち
施策目標 1.災害に対する備えができているまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 砂利採取に係る認可等事務

測定年度 2021（R3）年度 部 土木部 課 土木政策課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

今後も砂利採取法に基づく手続きを適正に行う。

総括的分析砂利採取については、平成24年度に大阪府より権限移譲されたもので、相談や手続きを含めて、過去の実績からも年間１回程度である。

６．今後の方向性
区分 現状維持

一般財源 4,409 0 0 0
歳入計 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

0
市債 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

歳出計 4,409 239 2,091
物件費計 0 0 0 0 －

人件費計 4,409 239 2,091
附属機関委員 － 0 0

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 4,409 239 2,091

特別職非常勤 － 0 0

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.30
任期付職員 0.00

３．人員体制
R3



事務事業実績測定調書

～

分析
大阪府の主催により、（都）牧野高槻線及び京
都守口線に係る連絡調整会議が開催された。

令和２年度までは大阪府当初予算に対する
要望を行っていたが、既に事業着手されてい
ること、選択と集中による要望内容精査の結
果、令和３年度は要望を行っていない。

達成度 100% 0%

1 1 1 0

1 1 1 1 1

実績

R4 R5
目標
(見込
み)

1 1 1

R2 R3 R4 R5 R2 R3

回
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

単位 回 単位

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

指標説明
要望に対する意見交換会の開催回数 大阪府への要望回数

単位

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

大阪府と連携した取り組みを進めることによ
り、整備促進を促す。

牧野高槻線等の早期完成を働きかける。

ターゲットが抱える課
題

淀川で分断されている都市間の交流促進や防災面の機能強化。

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

市内南西部の渋滞が緩和され、災害時における近隣市との連携及び交流機会が拡大するとともに、市内から新名神高速道路のＩＣへのアク
セス向上が図られる。

事業概要
本市と北摂地域の地域間交流の拡大や防災面での機能向上等を図るため、事業者である大阪府に対し、牧野高槻線等の早期完成を働き
かけるとともに、大阪府と連携した取り組みを進める。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 全ての市民

サブターゲット 市内事業者（商業・工業・医療及び消防・警察・行政機関等）並びに市外来訪者

ターゲットが抱える課
題

枚方市と高槻市を合わせ80万人都市圏が形成されているが、淀川を渡河する橋が南の枚方大橋から北の御幸橋ま
で12km離れていることから、隣接道路である国道170号及び主要地方道京都守口線の交通が枚方大橋に集中し、慢
性的な渋滞が発生。

根拠法令等 都市計画法

関係補助金名称 サンセット

事業期間 2004（H16）年度 年度 ～ 年度まで

4-1.道路などの整備の推進

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 1.安全で、利便性の高いまち
施策目標 4.安全で快適な交通環境が整うまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 ○ 市政運営方針 R2 ○

事務事業名称 牧野高槻線等整備促進事業

測定年度 2021（R3）年度 部 土木部 課 土木政策課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

引き続き、用地取得業務等をに担う用地課や事業主体である大阪府と連携し、早期完成に向けた取り組みを進める。

総括的分析

（都）牧野高槻線及び京都守口線に係る連絡調整会議を開催し、牧野パークゴルフ場の補償業務について、市が大阪府から受託して実施することを
確認し、実施するための協定を締結した。
また、市が大阪府より受託している用地測量業務の着手に当たり、用地課とともに府市連携の地権者説明会を開催するなど、大阪府と連携した取り
組みを進めた。

６．今後の方向性
区分 現状維持

一般財源 18,840 0 0 0
歳入計 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

0
市債 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

歳出計 18,840 7,975 5,361
物件費計 10,021 0 0 0 －

人件費計 8,819 7,975 5,361
附属機関委員 － 0 0

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 8,819 7,975 5,361

特別職非常勤 － 0 0

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.75
任期付職員 0.00

３．人員体制
R3



事務事業実績測定調書

～

分析
各協議会を通じて、国及び府への要望書がと
りまとめられ、提出された。

参加している全ての協議会に出席した。

達成度 100% 100%

8 8 1 7

8 7 7 7 7

実績

R4 R5
目標
(見込
み)

8 8 8

R2 R3 R4 R5 R2 R3

回
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

単位 回 単位
指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

指標説明
協議会等からの国道・府道に関する要望回数

国道・府道の整備促進等の要望事項を調整
するために開催される協議会等への出席回
数

単位

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

協議会等から国道・府道の整備促進等を働き
かける。

国道・府道の整備促進等の働きかけを行うた
め、関係自治体との連絡調整を行う。

ターゲットが抱える課
題

市内経済・産業の発展と災害時における防災機能の強化につながる広域道路ネットワークの整備が求められている。

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

国土交通省、大阪府への働きかけ及び関係自治体と広域的な連絡調整を行うことで、安全・安心かつ円滑な交通環境の整備につながる。

事業概要
近畿国道協議会、大阪府国道連絡会、国道307号改良促進協議会、大阪府道路協会、大阪府都市計画街路事業促進協議会から国及び大
阪府等に対して道路整備促進の要望を行うとともに、地域要望を受け大阪国道事務所、大阪府枚方土木事務所への連絡調整を行う。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 国道・府道を利用する市民

サブターゲット 国道・府道を利用する市内事業者（商業・工業・医療及び消防・警察・行政機関等）及び市外来訪者

ターゲットが抱える課
題

日常生活に関連が深い地域の幹線道路（国道・府道）における歩行者や自転車の安全・安心な空間整備が求められ
ている。

根拠法令等 近畿国道協議会規約、大阪府国道連絡会規約、国道307号改良促進協議会規約、大阪府道路協会会則、大阪府都市計画街路事業促進協議会規約

関係補助金名称 サンセット

事業期間 2004（H16）年度 年度 ～ 年度まで

１．事務事業の概要
種類 内部管理 特性 内部事務 区分 一般内部管理事務

R3 R4

総合計画体系
基本目標 1.安全で、利便性の高いまち
施策目標 4.安全で快適な交通環境が整うまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 国道・府道の整備要望に係る調整事務

測定年度 2021（R3）年度 部 土木部 課 土木政策課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

今後も大阪府道路協会や大阪府国道連絡会等を通じて円滑な交通環境の整備に取り組む。

総括的分析大阪府道路協会や大阪府国道連絡会等を通じて、道路行政に係る課題の共有と対策事業等に向けた取り組みが進められている。

６．今後の方向性
区分 現状維持

一般財源 15,873 240 240 240
歳入計 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

0
市債 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

歳出計 15,873 14,595 9,264
物件費計 240 240 240 240 100%

人件費計 15,633 14,355 9,024
附属機関委員 － 0 0

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 15,633 14,355 9,024

特別職非常勤 － 0 0

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 1.25
任期付職員 0.00

３．人員体制
R3



事務事業実績測定調書

～

分析

枚方市主催により、事業者であるネクスコ西日
本と大阪府の三者連絡調整会議を２回開催し
た。
ネクスコ西日本主催の連絡調整会議に２回出
席した。

西船橋自治会の新名神対策委員会や同常任
委員会に出席した。回数の減少は、新型コロ
ナウィルスの感染拡大に伴い、出席を見合わ
せたもの。

達成度 400% 92%

1 4 7 11

1 12 12 12 12

実績

R4 R5
目標
(見込
み)

1 1 1

R2 R3 R4 R5 R2 R3

回
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

単位 回 単位

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

指標説明
事業者と枚方市との連絡調整会議の開催回
数

説明会及び意見交換会の開催回数

単位

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

説明会や意見交換を通じて得た意見や要望
に対し、事業者と庁内関係課等とで調整を図
るなど、適切に対応する。

新名神高速道路について、事業者とともに校
区コミュニティ協議会を通じた説明会や沿線
自治会との意見交換を行う。

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

地域の理解と協力が得られ、周辺環境に十分配慮した道路として早期に新名神高速道路が完成される。

事業概要
新名神高速道路は、本市においては生活圏の拡大や地域の活性化などに効果が期待できるが、地域への影響もあることから、本道路が通
過する地元市として、庁内関係課及び沿線住民の窓口業務を含めた連絡調整を行う。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 新名神高速道路周辺地域の住民

サブターゲット 市民及び市内事業者（商業・工業・医療及び消防・警察・行政機関等）並びに市外来訪者

ターゲットが抱える課
題

新名神高速道路は、市民の利便性の向上や地域間交流の広がり、また市内産業の活性化や防災面の機能強化など
が期待できる一方で、住環境への影響もあることから沿線地域から環境対策や交通対策について様々な意見や要望
が出されている。

根拠法令等 都市計画法、高速自動車国道法

関係補助金名称 サンセット

事業期間 1995（H7）年度 年度 ～ 年度まで

4-1.道路などの整備の推進

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 1.安全で、利便性の高いまち
施策目標 4.安全で快適な交通環境が整うまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 ○ 市政運営方針 R2 ○

事務事業名称 新名神高速道路等整備促進事業

測定年度 2021（R3）年度 部 土木部 課 土木政策課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

引き続き、毎月開催される新名神対策委員会の出席やや三者連絡調整会議の場等を通じて意見交換や連絡調整を行う。

総括的分析
新名神対策委員会等への出席並びに枚方市主催の三者連絡調整会議の開催及びネクスコ西日本主催の連絡調整会議を通じて、意見交換や連絡
調整を行った。

６．今後の方向性
区分 現状維持

一般財源 10,823 0 0 0
歳入計 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

0
市債 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

歳出計 10,823 11,165 8,238
物件費計 0 0 0 0 －

人件費計 10,823 11,165 8,238
附属機関委員 － 0 0

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 10,823 11,165 8,238

特別職非常勤 － 0 0

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 1.15
任期付職員 0.00

３．人員体制
R3



事務事業実績測定調書

～

分析
心のバリアフリー推進や施設整備を各事業者
が主体的に取り組んだ。（府、市、京阪電鉄、
JR西日本、京阪バス、タクシー協会）

協議会を開催してバリアフリーの取り組みに関
する意見交換等を行った。

達成度 150% 100%

6 6 0 1

4 1 1 1 1

実績

R4 R5
目標
(見込
み)

4 4 4

R2 R3 R4 R5 R2 R3

回
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

単位 団体 単位

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

指標説明
事業を実施した事業者数 協議会の開催回数

単位

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

「バリアフリー基本構想」に基づく事業が推進
する。

「バリアフリー基本構想」に基づく事業の進捗
状況の確認及び、各事業者や当事者等と意
見交換を行う。

ターゲットが抱える課
題

枚方市バリアフリー基本構想等に基づく生活関連施設管理者とも連携し一体的にバリアフリー化を進めていく必要が
ある。

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

高齢者や障害者だけでなくすべての人が、基本構想における経路や施設については、安全・快適に移動できる状態

事業概要

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に基づき、高齢者、障害者等にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁と
なるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のものの除去に資すること、及び市民が年齢、障害の有無その他の事情によっ
て分け隔てられることなく共生する社会の実現に資すること目指し本市が作成した「バリアフリー基本構想」を推進するため、高齢者、障害者
等をはじめ学識者、関係機関等で構成する推進協議会を設置し、本市のバリアフリー社会の段階的、継続的発展及び推進を図る。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 鉄道駅と主要施設を結ぶ経路を通行する高齢者、障害者など

サブターゲット 鉄道駅と主要施設を結ぶ経路を通行する、高齢者及び障害者以外の道路利用者

ターゲットが抱える課
題

道路の段差や障害物、誘導用ブロックが敷設されていない等、基本構想に基づくバリアフリー化できていない地区が
ある。

根拠法令等
高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律、
高齢者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関する法律、

関係補助金名称 鉄道駅バリアフリー化設備整備費補助金 サンセット 2020（R2）年度 2022（R4）年度

事業期間 2005（H17）年度 年度 ～ 年度まで

１．事務事業の概要
種類 内部管理 特性 内部事務 区分 一般内部管理事務

R3 R4

総合計画体系
基本目標 1.安全で、利便性の高いまち
施策目標 5.快適で暮らしやすい環境を備えたまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 ○ 市政運営方針 R2

事務事業名称 バリアフリー基本構想推進事業

測定年度 2021（R3）年度 部 土木部 課 土木政策課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

共生社会の実現や社会的障壁の除去を目指すとともに、国及び国民の責務として「心のバリアフリー」を推進していく。

総括的分析
国、府など各行政間における情報交換や道路管理者による着実な移動円滑化整備をはじめ、公共交通事業者における旅客の介助や職員研修等の
ソフト対策の取り組みが推進されている。

６．今後の方向性
区分 現状維持

一般財源 4,399 0 12 39
歳入計 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

0
市債 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

歳出計 4,399 3,519 1,699
物件費計 12 0 12 39 32%

人件費計 4,387 3,519 1,687
附属機関委員 － 0 0

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 4,387 3,519 1,668

特別職非常勤 － 0 19

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 2.00

正職員（再任用） 0.28
任期付職員 0.00

３．人員体制
R3



事務事業実績測定調書

～

分析
コロナ禍により乗降客数は大きく減少している
中においても目標を達成している。

依頼を受けて小学校や自治会などに交通に
関する説明を行った。

協議会を開催して持続可能な交通確保の取り
組みに関する意見交換等を行った。

達成度 110% 0% 20%

9 11 0 1

2 5 5 5 5

実績 15 11

R4 R5
目標
(見込
み)

10 10 10 10 2 2 2

R2 R3 R4 R5 R2 R3

回
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

％ 単位 回 単位指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

指標説明

京阪バス主要停留所乗降客数の市域人口に
対する割合【京阪バスの主要停留所（枚方市
駅、樟葉駅、長尾駅）における乗降客数（1日
当たり）／市域人口】

勉強会やワークショップ実施回数
協議会の開催及び地域の交通について考え
る出前講座の実施

単位

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

持続可能な公共交通の実現など、誰もが暮ら
しやすいまちや賑わいあふれるまちへの誘導

公共交通だけでなく、地域にあった持続可能
な交通について、自分たちで考えたいという
気運が高まる地区の発生。

「枚方市総合交通計画」に基づく事業の進捗
状況の確認及び交通について関心を持ち、さ
まざまな交通手段をかしこく使い分けることな
ど持続可能な交通を確保するために、市民意
識の醸成を図る。

ターゲットが抱える課
題

安全、安心に歩くことが困難な道路や、交通手段が制限されることは、外出の機会を制限する。

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

将来にわたって、誰もが安全に安心して、気軽に移動できる交通環境が整うことで、地域間交流や産業の活性により賑わうまちが実現できて
いる。

事業概要
　将来都市像を見据え、交通事業とまちづくりが連携した総合的かつ戦略的な交通のマスタープランである枚方市総合交通計画（2018年12
月策定）に基づき、交通に関するサービス等を維持していくため、枚方市総合交通計画推進協議会等により、主体となる市民、企業、団体、
行政等が、多様な課題に対し、総合的視点や時期の調整、効果的な事業の実施等、相互に連携して交通施策を推進する。

関係附属機関名称 枚方市総合交通計画推進協議会

事業対象

メインターゲット 市内の道路及び様々な交通手段を利用する者

サブターゲット

ターゲットが抱える課
題

地域によって抱えている交通に関する課題は様々であり、課題解消に向けた取り組みも地域に合わせて行う必要が
ある。

根拠法令等 都市・地域総合交通戦略要綱

関係補助金名称 サンセット

事業期間 2018（H30）年度 年度 ～ 年度まで

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 1.安全で、利便性の高いまち
施策目標 5.快適で暮らしやすい環境を備えたまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 ○ 市政運営方針 R2

事務事業名称 枚方市総合交通計画推進事業

測定年度 2021（R3）年度 部 土木部 課 土木政策課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

本計画に基づき、引き続き、持続可能な交通環境の実現に向けた取り組みを進めるとともに、令和５年度以降の地域公共交通計画の策定について
検討を行っていく。

総括的分析
地域が必要とする交通の実現や維持についての勉強会や小学校児童への交通学習会を通じて快適に移動できる交通環境の実現に向けた機運醸
成を図った。また、協議会を開催したことにより、多様な関係者間において、コロナ禍による交通環境への影響を共有するとともに、持続可能な交通
確保の必要性を再認識することができた。

６．今後の方向性
区分 拡充

一般財源 12,038 0 0 0
歳入計 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

0
市債 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

歳出計 12,038 11,802 3,306
物件費計 438 0 0 0 －

人件費計 11,600 11,802 3,306
附属機関委員 － 0 85

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 11,600 11,802 3,221

特別職非常勤 － 0 0

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 9.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.41
任期付職員 0.00

３．人員体制
R3



事務事業実績測定調書

～

分析

達成度

実績

R4 R5
目標
(見込
み)

R2 R3 R4 R5 R2 R3

指標種類

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

単位 単位
指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

指標説明

単位

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

ターゲットが抱える課
題

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

上下水道局の経営健全化を促進し経営基盤を強化することで、市民が安心して下水道の恩恵が受けられる。また下水道事業会計への繰り
入れ金の抑制によってより独立した経営を行うことができる。

事業概要 上下水道局の企業償還金や建設改良費などに要する経費について、地方公営企業法に基づき、一般会計から繰出しを行う。

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 上下水道局

サブターゲット 上下水道局の下水道を利用する市民

ターゲットが抱える課
題

上下水道局の安定的・継続的な経営

根拠法令等 地方公営企業法

関係補助金名称 サンセット

事業期間 不明 年度 ～ 年度まで

１．事務事業の概要
種類 内部管理 特性 庶務的事務 区分 庶務的内部管理事務

R3 R4

総合計画体系
基本目標 1.安全で、利便性の高いまち
施策目標 5.快適で暮らしやすい環境を備えたまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 下水道事業会計に対する負担金・補助金等交付事務

測定年度 2021（R3）年度 部 土木部 課 土木政策課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

地方公営企業法に基づき、一般会計から繰出しを行う。

総括的分析一般会計から下水道事業会計に対し、雨水処理に要する維持管理費や建設改良費などについて、地方公営企業法に基づいた繰出しを行った。

６．今後の方向性
区分 現状維持

一般財源 4,035,803 3,906,551 3,710,071 3,710,071
歳入計 0 0 0 0

その他 0 0 0 0

0
市債 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

歳出計 4,035,803 3,907,109 3,710,621
物件費計 4,035,242 3,906,551 3,710,071 3,710,071 100%

人件費計 561 558 550
附属機関委員 － 0 0

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 561 558 550

特別職非常勤 － 0 0

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.07
任期付職員 0.00

３．人員体制
R3



事務事業実績測定調書

～

分析 利用者全員から好意的な回答であった。
補助制度創設年度であり、目標を上回る４地
区から相談があった。

補助制度の活用を検討している団体向けに
勉強会を開催し、制度の説明を行った。

達成度 125% 133%

- 4 - 4

3 - 3 3 3

実績 - 100

R4 R5
目標
(見込
み)

- 80 80 80 - 3 3

R2 R3 R4 R5 R2 R3

回
指標種類 増加することが良いとされる指標 増加することが良いとされる指標

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

％ 単位 団体 単位

指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

指標説明

地域支援・自主運行型コミュニティ交通システ
ムを利用することにより、外出し、人と接する機
会が増えたことで、楽しいと感じる人の割合
【算出式：地域支援・自主運行型コミュニティ
交通システムを利用した人を対象としたアン
ケートにて「人と接する機会が増えたことで、
楽しいと感じる」と回答した人数/アンケート回
答者数×100】

自治会や校区コミュニティ協議会等の地域が
主体となり、地域の移動手段確保や公共交通
の利用促進など、交通について考え、相談の
あった組織数

勉強会や出前講座の実施回数

単位

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

公共交通機関に加え、地域主体型など多様
な交通手段の確保による移動や外出の促進。

地域主体で、交通を考える組織が構築。
地域にあった交通を地域自らで考える意識の
醸成を図る。

ターゲットが抱える課
題

運転免許証自主返納後の新たな移動手段の確保が必要な状況

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

公共交通不便地域などにおいて、同モデル事業をはじめ多様な交通手段が確保できることにより、高齢者や障害者など誰もが移動しやすい
環境が整えられ、移動や外出が促進し健康増進や生活利便性が向上している状態。

事業概要

公共交通不便地域などにおいて、既存の公共交通を補完することを目的に、地域協働及び地域への効果的な支援により、地域が主体と
なって公共交通の利用促進や定期券の購入など運行を支援することや、小型バス、ワゴンタイプの車両などを使って、地域の特性・ニーズに
応じた公共交通を運営するといった地域支援・自主運行型コミュニティ交通システムのモデル事業の構築を進める。

具体の支援内容としては、社会福祉法人やNPO等が主体となり、地域の移動手段確保のため、道路運送法の許可または登録を要しない助
け合いによるボランティア輸送などを実施する場合において、その運営について安全面からの支援をする目的で、移動支援サービス専用自
動車保険加入費用、及び国が指定する運転者講習の受講費用の一部を市が負担する。

関係附属機関名称 枚方市総合交通計画推進協議会

事業対象

メインターゲット 地域主体で当該地域の移動手段の確保を行っている、またはしようとする組織

サブターゲット 公共交通不便地域などで日常の移動に不自由を感じている市民

ターゲットが抱える課
題

駅及びバス停までの移動が困難となり買い物や通院などの移動が不自由な状況

根拠法令等 道路運送法

関係補助金名称 ボランティア輸送補助金 サンセット R3年度（2021年度） R5年度（2023年度）

事業期間 R3年度（2021年度） 年度 ～ R5年度（2023年度） 年度まで

公共交通環境の整備

１．事務事業の概要
種類 市民サービス 特性 選択的事業 区分 一般事務事業

R3 R4

総合計画体系
基本目標 1.安全で、利便性の高いまち
施策目標 5.快適で暮らしやすい環境を備えたまち

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 ○ 市政運営方針 R2 ○

事務事業名称 地域支援・自主運行型コミュニティ交通システムモデル事業

測定年度 2021（R3）年度 部 土木部 課 土木政策課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

引き続き、本事業実施地区の維持や新規地区拡大に向け、地域と協働し取り組むことにより、移動や外出のしやすい環境整備に取り組む。

総括的分析
補助制度創設年度につき、準備や相談等の対応、保険会社等との協議調整に労力を要したが、２地区において本事業による補助を実施することが
できた。

６．今後の方向性
区分 現状維持

一般財源 － － 20 860
歳入計 － － 0 0

その他 － － 0 0

0
市債 － － 0 0

府支出金 － － 0 0

歳
入

国庫支出金 － － 0 0

受益者負担（使用料・手数料） － － 0

歳出計 － － 3,241
物件費計 － － 20 860 2%

人件費計 － － 3,221
附属機関委員 － － 0

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） － － 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 － － 3,221

特別職非常勤 － － 0

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 0.41
任期付職員 0.00

３．人員体制
R3



事務事業実績測定調書

～

分析

達成度

実績

R4 R5
目標
(見込
み)

R2 R3 R4 R5 R2 R3

指標種類

指
標
数
値

R2 R3 R4 R5

単位 単位
指
標
設
定

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

指標説明

単位

２．ロジックモデル及び指標設定

ロジックモデル

アウトカム
（活動効果）

アウトプット
（活動結果）

インプット
（活動）

ターゲットが抱える課
題

下水道事業会計への繰り入れ金の抑制及び併任事務の解消。

めざす姿、
あるべき姿

（課題が解決した状
態）

ムダを省き、事業や作業の取捨選択をおこない、ミニマムな状態での運営。また部の自主財源を確保することにより、地域の課題を解決す
る。

事業概要

1．実行計画などに関する部内取りまとめ
2．各種協議会、要望活動、連絡調整に関する事務
3．中部別館借地契約及び北部別館管理に関する事務
4．要望に係る連絡調整に関する事務

関係附属機関名称

事業対象

メインターゲット 市内部組織、一部他市町村組織を対象。

サブターゲット 市に対して意見や要望をもった市民、特に年配の市民。

ターゲットが抱える課
題

書面もしくはオンラインでも可能である、報告のみの会議出席に多くの時間が割かれている。また財務会計システムと
新文書管理システムが連携していないため、予算関係事務が煩雑である。部全体の課題として予算不足及び人材不
足の為必要な事業が執行できていない。

根拠法令等 決裁

関係補助金名称 サンセット

事業期間 不明 年度 ～ 年度まで

１．事務事業の概要
種類 内部管理 特性 庶務的事務 区分 庶務的内部管理事務

R3 R4

総合計画体系
基本目標 9.施策体系外
施策目標 99.施策体系外

実行計画名

市長公約との関係 所信表明 市政運営方針 R2

事務事業名称 土木政策課運営事務

測定年度 2021（R3）年度 部 土木部 課 土木政策課



（人）

５．総括的分析

今後の
取組方針

土木政策課所管事務及び各種庶務関連事務の正確かつ迅速な執行を行う。

総括的分析
土木政策課所管事務の適正かつ効率的な執行及び各種庶務事務関連事務の正確かつ迅速な執行を行った。
また、土地開発公社健全化対策として、土地開発公社より準用河川穂谷川用地の取得を行った。

６．今後の方向性
区分 現状維持

一般財源 43,978 18,506 96,524 97,294
歳入計 0 153 163 160

その他 0 153 163 160

0
市債 0 0 0 0

府支出金 0 0 0 0

歳
入

国庫支出金 0 0 0 0

受益者負担（使用料・手数料） 0 0 0

歳出計 43,978 18,659 136,203
物件費計 22,077 18,659 96,687 104,483 99%

人件費計 21,901 0 39,516
附属機関委員 － 0 0

会計年度任用職員（時間外、交通費等含む） 0 0 0

歳
出

人
件
費

正職員、再任用、任期付 21,901 0 39,516

特別職非常勤 － 0 0

R1決算額 R2決算額 R3決算額 (参考)R3予算額 (参考)予算執行率

附属機関委員 0.00

４．決算額

※「正職員、再任用、任期付」の人件費については、人員配置をもとに平均人件費を乗算しています。
※R2年度から会計年度任用職員制度が創設されたこと等に伴い、R1年度の「人件費_会計年度任用職員」
　 欄については、過去の調書の「非常勤職員人件費」「臨時職員人件費」の合計を転記しています。
※「歳入計」欄および「一般財源」欄には物件費に充当されるものを記載していますが、R1年度は人件費に
　 充当されるものも含まれています。
(千円)

会計年度任用職員 0.00
特別職非常勤 0.00

正職員（再任用） 5.30
任期付職員 0.00

３．人員体制
R3


